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利
用
者
に
対
す
る
選
択
の
自
由
の
説
明
責

任
が
課
せ
ら
れ
ま
し
た
。
最
低
限
の
ル
ー

ル
と
し
て
、
関
係
法
人
の
事
業
所
か
否
か

に
か
か
わ
ら
ず
選
択
が
可
能
で
あ
る
と
、

利
用
者
に
伝
え
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
の
介
護
報
酬
改
定
で
は
ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー
が
能
力
向
上
を
図
り
、
介
護
保
険

制
度
の
根
幹
で
あ
る
「
自
立
支
援
」
に
も

と
づ
く
ケ
ア
プ
ラ
ン
を
作
成
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
視
点
の
１
つ
が
医
療
的
視
点
の
強

化
と
医
療
機
関
と
の
連
携
で
す
。「
時
々
入

院
ほ
ぼ
在
宅
」
を
め
ざ
す
ケ
ア
プ
ラ
ン
が

必
要
と
さ
れ
ま
す
。
実
際
に
必
要
な
と
き

に
す
ぐ
に
支
援
体
制
が
構
築
で
き
る
よ
う
、

医
療
や
、
重
度
者
へ
の
支
援
が
提
供
で
き

　

介
護
保
険
の
基
本
的
な
考
え
方
で
あ
る

「
利
用
者
本
位
」
を
実
現
す
る
た
め
に
、
ケ

ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に
は
、
利
用
者
の
立
場
に

立
っ
た
公
平
中
立
な
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

２
０
１
８
年
度
の
介
護
報
酬
改
定
で
は
、

居
宅
介
護
支
援
事
業
の
特
定
事
業
所
集
中

減
算
の
対
象
事
業
種
別
が
、
通
所
介
護
（
地

域
密
着
型
を
含
む
）、
訪
問
介
護
、
福
祉
用

具
貸
与
に
限
定
さ
れ
る
反
面
、
サ
ー
ビ
ス

付
き
高
齢
者
向
け
住
宅
な
ど
に
居
住
す
る

利
用
者
に
対
し
て
、
同
一
敷
地
内
等
の
サ
ー

ビ
ス
事
業
所
だ
け
を
ケ
ア
プ
ラ
ン
に
盛
り

込
む
こ
と
は
適
切
で
な
い
と
明
記
さ
れ
ま

し
た
。

　

ま
た
、
公
平
中
立
の
確
保
策
と
し
て
、

る
事
業
所
と
の
連
携
を
確
保
し
て
お
く
こ

と
が
重
要
で
す
。

　

も
う
１
つ
の
視
点
が
、
地
域
包
括
ケ
ア

シ
ス
テ
ム
に
定
義
さ
れ
る
「
自
助
」「
互
助
」

「
共
助
」「
公
助
」
の
四
助
を
駆
使
し
た
ケ

ア
プ
ラ
ン
で
す
。
訪
問
介
護
で
は
、
代
行

的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
か
ら
、
自
立
を
促
す

視
点
へ
の
転
換
が
求
め
ら
れ
ま
し
た
。
ま

た
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
に
こ
だ
わ
ら
ず
、

地
域
資
源
を
活
用
し
た
支
援
体
制
の
構
築

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
は
、
介
護
保
険
制
度

の
根
幹
で
あ
る
自
立
支
援
の
推
進
者
と
し

て
、
視
点
の
転
換
が
不
可
欠
な
段
階
に
来

て
い
る
の
で
す
。

　

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の
管
理
者
は
、

株
式
会
社
川
原
経
営
総
合
セ
ン
タ
ー

経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
部
門　

シ
ニ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

田中  律子

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に

求
め
ら
れ
る
視
点

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の

組
織
へ
の
貢
献

介
護
経
営
術

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の

将
来
像

vol.34

激
動
生
き
抜
く

の

を

時
代

公
平
性
・
中
立
性
の

原
則
の
定
義
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て
い
ま
す
。

　

多
く
の
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
で
は
、

法
人
の
一
組
織
と
し
て
の
何
ら
か
の
貢
献

を
求
め
ら
れ
ま
す
。
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
は

公
平
性
・
中
立
性
を
死
守
す
る
あ
ま
り
、

法
人
組
織
と
し
て
の
責
任
と
役
割
の
意
識

が
欠
如
す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
は
、
地
域
へ
の

「
窓
口
」
と
し
て
存
在
し
ま
す
。
利
用
者
の

確
保
は
も
と
よ
り
、
各
種
制
度
の
情
報
や

他
サ
ー
ビ
ス
と
の
相
違
と
工
夫
、
地
域
情

報
な
ど
「
情
報
」
が
重
要
な
資
源
と
な
り

ま
す
。
資
源
を
法
人
に
還
元
し
、
法
人
全

体
の
価
値
を
高
め
る
こ
と
も
、
役
割
の
一

つ
と
い
え
ま
す
。

　

居
宅
介
護
支
援
事
業
所
は
、
従
来
、
大

半
が
赤
字
で
し
た
が
、
特
定
事
業
所
加
算

主
任
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
で
あ
る
こ
と
が
義

務
化
さ
れ
ま
し
た
（
２
０
２
１
年
3
月
31

日
ま
で
経
過
措
置
あ
り
）。
居
宅
介
護
支
援

事
業
所
の
集
約
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
能

力
向
上
な
ど
、
組
織
的
な
取
り
組
み
が
期

待
さ
れ
て
い
る
の
で
す
。

　

管
理
者
の
役
割
と
し
て
、
ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー
が
独
自
の
力
量
と
視
点
だ
け
で
ケ

ア
プ
ラ
ン
を
つ
く
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

相
互
確
認
や
事
例
検
討
な
ど
に
よ
る
組
織

的
な
教
育
体
制
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

特
定
事
業
所
加
算
を
取
得
し
て
い
る
事

業
所
に
は
、
事
業
所
内
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

だ
け
で
な
く
、
地
域
の
１
人
ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー
事
業
所
な
ど
、
他
法
人
に
所
属
す

る
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
育
成
も
求
め
ら
れ

を
取
得
す
る
こ
と
で
、
多
く
の
事
業
所
が

赤
字
か
ら
脱
却
し
て
い
ま
す
。
特
定
事
業

所
加
算
算
定
事
業
所
の
割
合
は
、
全
体
の

25
％
程
度
で
す
が
、
利
用
者
数
で
は
半
数

以
上
が
対
象
と
な
り
ま
す
（
図
表
１
）。
今

や
財
務
的
に
も
貢
献
で
き
る
事
業
所
さ
え

存
在
し
ま
す
。

　

図
表
２
は
、
居
宅
介
護
支
援
事
業
所
の

法
人
内
貢
献
を
考
慮
し
た
事
業
計
画
の
例

で
す
。

　

Ａ
Ｉ
に
よ
る
ケ
ア
プ
ラ
ン
の
作
成
が
、

国
の
方
針
と
し
て
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

緊
急
時
等
居
宅
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
加
算
が

象
徴
す
る
状
態
変
化
に
応
じ
た
柔
軟
な
ケ

ア
プ
ラ
ン
の
変
更
こ
そ
が
人
間
に
し
か
で

き
な
い
分
野
で
あ
り
、
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

と
し
て
の
専
門
性
だ
と
考
え
ま
す
。
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図表２　居宅介護支援事業所の貢献（事業計画（例））
目的（目標）

地域包括ケアシステムの構築のため、
自立支援の推進者としての成長をめざす

【重点項目】
①法人内ケアプラン合同研修（法人共通）
　施設のケアマネジャーと合同の研修会を実施する。居宅

介護支援事業所は、施設におけるケアプランから、他職
種の役割やチームケアの推進方法を学ぶ。地域の居宅介
護支援事業所を交え、特定事業所加算の要件に充当する

（年4回）。
②事業所間相互能力向上（法人共通）
　法人内事業所間の相互評価（要望調査年2回）を行う。居宅

介護支援事業所は、他法人のサービス提供事業所の好事
例を紹介し、法人内サービス提供事業所の営業効果を高
める。
③医療機関との連携強化
　入退院時のカンファレンスの参加回数を増やし、医療機

関との連携強化を図る（入院時情報連携加算：算定率〇%、
退院退所加算：算定率〇%、訪問看護ケアプラン率：○%）。
④各職員の能力向上と相互確認
　新規利用者に関する事業所内カンファレンスを実施し、

相互確認の仕組みを構築する（全件）。
　参考：他職種による自立に向けたケアプランに係る議論の手引

き 平成30年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金 （老人
保健健康増進等事業）
⑤財務上の自立に向けた収益改善
　事業所の自立に向けた収益改善を行う（1人当たりケアプ

ラン件数：○件、○月特定事業所加算〇取得、収支差額
率○%）。

（％）
40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0

図表1　居宅介護支援全件数における
　　　  特定事業所加算割合

特定事業所加算（Ⅰ）

2.9

特定事業所加算（Ⅱ）

35.8

特定事業所加算（Ⅲ）

14.3

介護給付費等実態調査月報平成30年4月審査分を
株式会社川原経営総合センターが加工


